障害者福祉施策の拡充ならびに総合福祉法に関するお願い

障害者の地域生活確立の実現を求める全国大行動実行委員会

１．地域主権推進一括法案は慎重に対応してください
地域主権改革により障害者施策の後退や地域間格差が広まるのではないかと危惧しています。「障がい者制度改革推進会議」と連携を取り、第一次意見を尊重した地域主権改革としてください。ヘルパー制度をはじめとする障害者施策は国の責任において実施してください。
２.障害者自立支援法一部改正法案は再上程しないでください
先の国会で廃案となった障害者自立支援法一部改正法案は、障がい者制度改革推進会議や総合福祉部会の議論を一切踏まえず、私たち当事者団体にも何ら説明や意見聴取をしないまま提出されました。推進会議の存在、ひいては障害当事者、国民を全く無視した暴挙であり、再上程はしないでください。
３．障害者自立支援法に代わる総合福祉法には下記の重点課題を解決してください　

（１）障害の範囲を見直してください
障害の範囲・定義を見直し、いわゆる「制度の谷間」と言われる福祉サービスの対象外をなくし、サービスを必要とするすべての障害者が利用できる普遍的な仕組みにしてください。

（２）必要な介助量を保障する仕組みをつくってください
· 現在は多くの自治体で24時間介助制度が整備されていません。いかなる障害を持っていても家族に依存することなく地域で自立した生活を送ることが出来るように、いわゆる見守り介助を含めた24時間介助制度を確立してください。
· 市町村が長時間介助の支給決定を出来るように、国庫負担基準を廃止し、利用実績の2分の１を国が支弁する仕組みにしてください。
（３）知的障害者や精神障害者も長時間介助制度を利用出来るようにしてください
必要な支援を受けることによって知的障害者や精神障害者も地域で自立した生活を送ることができます。知的・精神障害者も長時間介助制度を利用出来るようにすることが必要です。

（４）障害程度区分を廃止し、本人の意向を尊重した支給決定の仕組みにしてください
障害程度区分による画一的な支給決定の仕組みは、利用者一人一人の地域生活のニーズを十分に反映していません。生活状況や障害者本人の意向を基本に協議・調整する仕組みにしてください。
（５）入院中や通勤でも使えるシームレスな介助サービスにしてください

自立支援法では通勤・通学、職場・学内、病院などでは介助サービスを利用出来ません。生活全体をシームレスで使える介助サービスが必要です。
４．障害福祉関連予算を確保してください　

日本の障害福祉関連予算は先進諸国に比べて極めて低水準です。障害福祉施策の拡充のために、財源の確保・拡充をしてください。
５．地域移行をすすめてください　

入居施設や精神科病院からの地域移行が進みません。施設解体・地域移行プログラムを法定化し、地域移行を進めてください。

６．障害者差別禁止法を策定してください
国連障害者の権利条約の批准に向けて、国内でも障害者差別禁止法を策定し、障害者の差別撤廃・権利実現のための法整備を行ってください。

７．介護保険と統合しないでください　
· 家族介助を基本として制度設計されている介護保険では、地域で自立した生活は送れません。介護保険と障害制度は統合しないでください。

· 介護保険の優先利用は廃止し、2制度か、障害制度を単独で使うか本人の選択制にしてください。

